
コミュニティ活動と自治会の役割＊

倉 田 和 四 生＊＊

はじめに

（１） コミュニティの概念とその変容

（２） 町内会の歩みとその特質

（３） アメリカの危機とコミュニティ

（４） 日本におけるコミュニティ活動

（５） コミュニティ活動の特性

（６） コミュニティ活動と自治会の役割

むすび

はじめに

日本では１９７０年ごろからコミュニティの形成が

唱導されるようになったが、１９７５年頃には数多く

の大都市でコミュニティ活動の推進を奨励し助成

するようになった。１９９０年代に入ると、全国各地

の中・小都市にもあまねく普及している。

このような「コミュニティづくり」は研究者グ

ループの調査報告書による提案を受けて、まず自

治省がモデル・コミュニティを指定して助成する

ことから始まった。その後いくつかの省がこれに

追随し、さらに大都市においてコミュニティ形成

が推進されるようになり、やがて中小都市もこれ

にならい、全国に普及するようになったものであ

る。

ところが日本には伝統的な町内会・自治会が存

在しているところから、コミュニティの形成を進

める過程でコミュニティと町内会との関係はどの

ようなものかといった疑問が生まれて来ているの

は当然のことである。

もっともコミュニティという概念は欧米で生ま

れたものであり、アメリカで普及したものである

が、欧米の事情に通じた研究者の間では正面切っ

てこの関係が問題視されることは少なかったのに

対し、町づくりに取り組んでいる人々の中には、

一種の違和感を覚えている人達もいる１）。

コミュニティづくりの手法は一定の地域を定め

そこに集会施設を設けて住民の交流を推進させ、

組織化させようと提唱するものであるが、これは

従来から、近隣住民の親睦を第一義として住民の

交流をはかるべく組織されている自治会・町内会

とどう違うのか、それは屋上層を重ねるというこ

とではないのかという意見が出るのもある意味で

は当然のこととも言えよう。

コミュニティ形成が提唱されてからも既に３０年

近い年月が経過したのであるから、この辺で改め

て「コミュニティと自治会」の関係について考察

しておくのも意味のあることと言えよう。

（１） コミュニティの概念とその変容

コミュニティについて論ずるに当って、まず学

術用語としてのコミュニティと一般用語としての

それを区別しておこう。勿論、両者は深く関連し

合っているが、同時に、相対的には独立して用い

られているからである。

１）社会学におけるコミュニティ概念

もともとコミュニティという概念は社会学にお

ける集団類型の重要な一項をなすものである。

それは R.M．マッキーバーが１９１７年に『コミュ

ニティ』を出版してから数えても８０年を超えた

が、さらに F．テンニエスの『ゲマインシャフト

とゲゼルシャフト』（１８８７）も英訳では「コミュ

＊キーワード：�コミュニティ、�自治会、�都市化
＊＊関西学院大学名誉教授
１）筆者は宝塚市のコミュニティづくりの経過を調査したなかで自治会の役員などから、このような疑問をよく耳
にした。
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ニティとアソシエーション」と訳されているから

そこまで逆上ると、１１２年の歴史が刻まれている。

勿論、テンニエスとマッキーバーでは家族はど

ちらに入るか、地域性のウェイトといった点で重

要な違いが存在してはいるが、いずれにしても西

欧に生まれた社会学では１００年以上も前から、社

会集団の典型の一つとしてコミュニティの概念が

論じられてきた。

２）R.M．マッキーバーのコミュニティ

マッキーバーは１９１７年の『コミュニティ』（お

よび１９４９年の『ソサイエティ』）の中でコミュニ

ティを「ある地域において営まれている共同生活

（Common life）」と規定している２）。すなわちそ

れは一定の地域に人々が共住することであり、そ

こには生活の共同を通して共通の社会的特徴を示

すように成る。

そこから生まれる社会的特徴として彼があげて

いるものは社会的類似性（social likeness）、共

通する社会的観念（common social idea）、共通

の慣習（common custom）、共属感情（sense of

belonging together）である３）。彼はこのような

特徴をもつ共同生活の一定の地域をコミュニティ

と呼んだ。

マッキーバーのコミュニティ概念はアソシエー

ションと対をなすものである。アソシエーション

は特定の利害関心を追求するために作られる組織

体である。経済的関心であれ、宗教的関心であれ、

それらの関心を充足するために組織された「企業

体」なり「教会」はアソシエーションと呼ばれる。

これに対してコミュニティは地域的広がりの上に

それらの無数のアソシエーションを含む複合体で

ある。

さらに１９４９年の『ソサイエティ』においてはコ

ミュニティの要件として「地域性」（locality）と

「コミュニティ感情」（community sentiment）を

明示している４）。

以上のところから明らかなように、マッキー

バーはコミュニティを一定の地域に人々が生活す

ることによって共同感情が生まれ、共通の特徴が

認められるところのものと規定している。

３）農村社会学のラーバン・コミュニティ

アメリカにおける実証的なコミュニティの調査

研究としては農村社会学者達によってなされた村

落コミュニティの研究がある。

C.J．ギャルピンはウイスコンシン州のウル

ワース郡の調査にもとづいて村落コミュニティの

型を示した。それは中核の集落（villalge）とそ

の周辺の農場から形成される商圏や取引圏を基礎

にして、さらに高校、銀行、図書館、教会、新聞

社、その他のサービス圏が重なり合う範域をコ

ミュニティと指定し、これをラーバン・コミュニ

ティと呼んだ５）。

しかしこのようなラーバン・コミュニティは

１９２０年代には交通手段の飛躍的発展によって拡大

して不明確になっていく。

４）シカゴ学派の都市コミュニティ

他方、シカゴ学派の人間生態学による都市研究

において規定されたコミュニティは地域に居住す

る人間の組織された共生的相互依存の関係であ

る。この規定は基礎的生態学的なものであるが、

その上に経済的、政治的、文化的コミュニティが

複合的に統合されたものと考えられている６）。

以上、コミュニティは古典的研究では、マッキー

バーが「地域性」と「共属感情」をあげたのに対

して、ギャルピンとパークは「地域性」のほか「相

互作用」を示唆したにとどまり、「共同感情」は

明示的には論及していない。

５）その後のコミュニティ概念の発展

その後コミュニティ概念はインディビジュアラ

イゼーションの方向で動態化し、集団類型から構

成単位間の「相互作用」と見る考えが強まり、さ

らにコミュニティの機能的次元としての「権力構

造」の分析や「社会システム論」にもとづく「構

造機能分析」もなされるようになった。

� 相互作用アプローチ

このアプローチはコミュニティにとって最も重

２）R. M. MacIver, Community, 1917, P. 12.
３）R. M. MacIver, The Elements of Social Science, 1921, P. 9.
４）R. M. MacIver and Charles H. Pages, Society, 1950, pp. 8－11.
５）Charles J. Galpin, “The Social Anatomy of Agricultural Community,” Wisconsin AES Res, Bull, 34, 1915.
６）パーク他著 大道安次郎・倉田和四生訳『都市』鹿島出版会 １１３頁
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要な要因は行為者の「相互作用」と考えている。

またこのアプローチのもう一つのねらいはコンフ

リクト、競争、社会解体がどのように働くのかを

出発点に研究を進めることである。

ところでこのアプローチは静態的なコミュニ

ティ概念を動態化し、範域を限定することに貢献

したが、地域社会の分析という観点からみると有

効性を特に増進させたとはいえない７）。

� 権力アプローチ

アメリカでは１９２０年代からリンド夫妻やウオー

ナーによってコミュニティの階層研究がなされて

いたが、１９５０年代に入ると F．ハンターはコミュ

ニティの権力構造を明らかにした。コミュニティ

・リーダーを４０名選んで、コミュニティの真の意

志決定の姿を明らかにした８）。このアプローチは

すぐれた新しい成果を生み出したが、分析そのも

のは地域社会システムの全貌をとらえたと言うよ

りも、政治という「機能的一次元」をえがき出し

たものと見ることが出来よう。

	 ウォーレンの構造機能分析

ウォーレンは、T．パーソンズのシステム分析

の手法をコミュニティ研究に適用した。彼はコ

ミュニティの「構造単位」──クラブ、企業、行

政、教会、学校、社会福祉協議会──を認定し、

その相互関連の型を明らかにする。これが構造分

析である。次にウォーレンは「機能」として�生
産ー分配－消費、�社会化、�社会統制、�社会
参加、�相互援助の五つをあげている９）。

これまで述べてきたようにマッキーバーはコ

ミュニティを「地域性」と「共同感情」として規

定したが、その後次第に発展し、「相互作用」が

重視されるようになり、さらに権力構造の分析や

構造ー機能分析へと発展している１０）。

しかしコミュニティを地域社会と見なすかぎ

り、マッキーバーの定義を出発点とするのが、最

も有効であると言えよう。

（２） アメリカの危機とコミュニティ

ところで今日、日本でコミュニティ活動と呼ば

れる意味でのコミュニティは１節で述べた社会学

の概念用語とかかわりをもっているが、もっと現

実的具体的なものである。それは１９６０年代のアメ

リカのコミュニティ運動から強い影響を受けた。

次に１９６０年代アメリカの国家的な危機の中で、

コミュニティが希求され、運動化した事情につい

て述べよう。

１）黒人の市民権運動の展開

１９４５年８月日本の降服によって、第２次世界大

戦は終結し、戦勝国となったアメリカ合衆国は、

まもなくソ連との冷戦に入ったものの、世界の

スーパー・パワーとして自由世界に君臨し、日本

やヨーロッパに食料援助や復興援助を行ったが、

それも一因となってアメリカ経済は好調を続け、

市民の生活水準も最高に達した。１９５０年代にはま

さに黄金時代が現出した。

しかしながら以前から続けられていた黒人の市

民権運動が、５０年代の中ば頃から次第に活発化し

てきた。最初はミシシッピー州、アラバマ州など

デープサウスの諸州で展開されていた黒人差別に

対する抗議運動は５０年代の中頃からM.L．キン

グ牧師に指導されて次第に活発化した。そして

１９６１年に民主党の J.F．ケネディが大統領に就任

するや、黒人の要望を受け入れて市民権法が成立

した。これによって事態は解決に向かうと思われ

たが、ケネディ大統領が凶弾にたおれるという悲

劇が発生したため、事態は再び暗転し、黒人運動

は暴動へと発展した。歯止めを失った黒人運動は

全国の都市で毎年暑い夏に荒れ狂った。

またマイノリティ集団のプロテスト運動の中で

アジア系ことに日系人の役割も忘れてはならな

い。日系人は日米開戦とともに砂漠のただ中の

キャンプに収容された。ここで問題は一世だけで

７）Harold F. Kaufman, “Toward an Interactional Concept of Community,” Social Forces, XXXVIII No. 1 (Octo-
ber, 1959).
James W. Green and Selz C. Mayo, “A Framework for Research in the Actions of Community Groups,” So-
cial Forces, XXXI, No. 4 (May 1953).

８）Floyd Humter, Community Power Structure: A Study of Decision Makers, 1953.
９）Roland L. Warren, The Community in America, 1963, P. 3, 4, 5, 9, 14－18, 138－208
１０）倉田和四生『都市コミュニティ論』法律文化社 １９８５ 第２章
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なく、アメリカの市民権を持つ二世や三世も同時

無差別に収容された点であった。一部の日系２世

はこの処置は憲法違反であると提訴し忍耐強い法

廷闘争の結果、ついに勝訴し、大統領の謝罪と賠

償金を勝ち取った。この戦いと勝利がアメリカの

すべてのマイノリティに勇気を与えたのである。

マイノリティのプロテスト運動は黒人の都市暴

動から、他のマイノリティにも広がり人権と平等

を求める社会運動となったのである。

２）ベトナム戦争の泥沼化

ベトナム戦争もケネディが非業の死を遂げた頃

（１９６３）から次第に泥沼化し、アメリカ国内にお

いても厭戦の気運が高まり全国で反戦運動が激化

した。第一線の兵士達はジャングルの中で見えな

い敵の恐怖におびえ、それから逃れるために麻薬

（マリファナなど）におぼれる者が激増し戦意は

著しく低下した。その兵士達が一時休暇で帰国す

ると、麻薬はすぐに若者ことに学生達に流行し、

全国的に憂慮すべき事態へと発展したのである。

筆者は１９６５年から６７年まで２年間、マサチュー

セッツ州の大学町アーモストにあるマサチュー

セッツ大学に留学していたので、当時のコミュニ

ティやキャンパスの雰囲気を知ることが出来た。

１９６７年になるとベトナム反戦運動はこの静かなカ

レッジタウンにも影響がみられるようになった。

町の中心にあるコモン（中央の公共広場）では、

時折、反戦集会が開かれ討論のあと、市民が大挙

してバスに乗って遠くワシントン D.C．の全国

大会に向かうのを見聞した。この頃になると反戦

運動は全米をゆるがせていたのである。

またキャンパスの学生達にもベトナム戦争の影

響が直接に襲って来た。１９６７年のある時期、学生

達が急に目の色を変えて勉強し始めたので不思議

に思い、学友達に聞くと、男子学生達は近く行わ

れる徴兵のための試験を受け、不合格者はすぐに

入隊しベトナムの戦場に向けられるという。学友

の真剣な「まなざし」が今も思い出される。昭和

１８年（１９４３）秋、日本の学生に学徒出陣の悲劇が

あったように、１９６７年にアメリカの学生にも同

じ、苛酷な運命が訪れたのであろう。

３）国家的危機と克服のスローガン

１９６０年代の中ごろから７０年代にかけ、黒人の都

市暴動と市民のベトナム反戦運動とがやがて共鳴

し合って未曾有の「アメリカの国家的危機」の様

相を呈するに至った。１９７０年前後に世界的に波及

した若者達（大学紛争）の反乱もその一局面をな

すものであった。

ベトナム戦争はアメリカが最新式の兵器を惜み

なく投入しても戦況は悪化するのみで好転せず、

兵士は死の恐怖におびえて麻薬に走り、国内の若

者や学生達は希望を失い大学は荒廃した。アメリ

カはこの時期、未曾有の深刻な国家的危機に遭遇

したのである。

このような国家的危機に際して、政府はその克

服に努めた。まず黒人の暴動に対処するためには

特別の措置として、雇用、大学入学などにおいて

「アファーマティブ・アクション」を実施した。

長年の差別を埋合せるために逆差別を断行したの

である。

また国家権力による世界規模の覇権獲得に幻滅

を感じた市民は遠い見知らぬ国ではなく、足元の

「地域」に関心を向け、そこに「コミュニティ」を

創り出そうと努めるようになった。ところがその

地域社会は産業化・産業公害によって荒廃の極み

にあったのである。こうしてコミュニティ運動は

エコロジー運動と連動することになったのであ

る。

すなわち１９６０年代のアメリカの国家的危機を克

服するための国民運動のスローガンが一つは「エ

スニシティ」であり、他は「コミュニティ」となっ

たのである。

（３） 町内会の歩みとその特質

１）戦前の町内会の歩み

� 五保の制と五人組

日本の隣保組織や町内会のもとは江戸時代の五

人組にあると言われるが、さらにその源は大宝律

令に取り入れられた唐の「五保の制」にあるとい

う１１）。今も、中国の都市には基層的地域組織とし

１１）穂積陳思『五人組制度論』有斐閣書房 明治３５年 ３頁
三浦周行『法制史の研究』岩波書店 大正８年 ６９７－７５０頁
西村精一『五人組制度新論』岩波書店 昭和１３年 ３０－７５頁
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て「社区」すなわち「街道弁事処」と「居民委員

会」が存在するが、これは中国人民共和国政府の

樹立に際して、古代…明・清・国民党と伝えられ

た「保甲制」を廃し、これを改編して設けられた

ものである１２）。したがって日本の「五保の制」と

同根の地方制度の末端機構であるといえよう。

ところで江戸時代の五人組制度は豊臣秀吉に

よって作られたもので、農民統制の機構であった

が、同時に近隣農民の相互扶助のシステムであっ

た。これが江戸時代には厳しく制度化（前書・誓

約・連判状）され、連帯責任を課し、あらゆる農

民の行動を統制する機構となった。

� 町内会の成立と法制化

明治政府は五人組の制度を廃したため、残って

いても私的な組織となったが、明治末頃になると

地方からの隣保組織の復活運動が起こり、大正時

代の中期以降、都市にも町内会が設立されれた。

関東大震災時、町内のメンバーが団結して猛火と

戦い延焼を防ぎ町を守った神田の和泉町には前か

ら町内会が組織され住民の活発な交流がなされて

いたからだという話が流布し、東京市に町内会の

組織化が一挙に進んだと言われている。

神戸市では明治末から「衛生組合」が設けられ

「汲み取り」などの町の衛生の保持を担当してい

たが、大正から昭和にかけて次第に衛生機能を超

えて町内のお世話をする「町内会」に変容して

いった１３）。

昭和に入ると国際情勢の緊迫化を反映して国内

体制の強化が要請されるようになる。ことに昭和

１２年の日支事変の勃発にあたり、国策の浸透と生

活の安定のため、町内会・部落会の機能拡大の要

求が強まって来た。

このような状況のなかで昭和１５年には「町内会

部落会整備令」により法制化され、１７年には大政

翼賛会に組込まれることによって市町村行政の末

端機構に位置づけられた１４）。このような総動員体

制の中で町内会は戦争遂行の一翼をになわされた

のである。

� 占領軍による廃止

しかし昭和２０年８月１５日の敗戦と占領政策によ

り町内会は廃止されることになった。占領軍は町

内会を軍国主義の温床と見て直ちに解散すること

を指示したが、内務省が強く抵抗し、町内会自体

は軍国主義の温床ではなく、近隣の相互扶助の組

織であり、敗戦後の貧窮生活に耐えていくために

は町内会は必須の組織であると弁明に努めたが、

昭和２２年には廃止となった。そして戦時中の町内

会の役員はパージにかかった。

町内会の廃止によって、行政は配給業務などに

支障を来したため、駐在員、連絡員、嘱託などの

名目でこれまでの町内会の役を代替してもらっ

た。このようにして町内会廃止後、３ヶ月以内に

類似の職務を設けたところが７７．９％に達したとい

われている１５）。

２）町内会の復活と行政との関係

終戦後、町内会や自治体には苦難の日々が続い

たが、幸い昭和２７年には平和条約が発効したので

日本は再び独立を回復したが、これに伴って町内

会も復活した。６大都市においても町内会は不死

鳥の如くよみがえったのである。ただし町内会・

自治会と行政との関係にはいくつかの型がある。

大阪市の場合には昭和２３年１１月、地域組織の真

空状態を埋めるため、社会連帯の思想に基づく赤

十字奉仕団の名の下に、大阪軍政部の了解を得て

（解体した町内会の範域にもとづいて）再組織し

たものである。そこでこれは表看板は日赤奉仕団

となっているが、実質的には町内会の温存策と

なった。昭和５０年には「地域振興会」という名で

町内会を表看板に変え、同時に日赤奉仕団の組織

を兼ねている。見事な温存策と言わねばならな

い１６）。

これと大きく異なるのは神戸市である。神戸市

１２）倉田和四生・赤坂真人・殷秀「中国都市社区建設の歴史的変遷」吉備国際大学社会学部紀要 第１０号 ２０００年
３月

１３）倉田和四生 前掲書 １５６－１５７頁
１４）同上 １５６頁
１５）佐久間橿「住民組織の問題」『自治研究』第３３巻７号

総理府国立世論研究所編『地方自治世論調査──町内会・部落会・隣組について』１９５２年
１６）山本登『市民組織とコミュニティ』明石書店 １９８５年

大阪市民組織研究会『市民組織に関する調査研究報告書（１）』１９７４年
吉原直樹『戦後改革と地域住民組織』ミネルヴァ書房 １９８９年
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では占領軍の指示による町内会の廃止がよく守ら

れ、全般的な解体に向かったが、その後いくつか

の必要から単一機能の組織として復活する。組織

結成の契機となったのは、�親睦会として残った
もの、�防犯上の組織、�衛生保持、�各種募金
のための組織が出来たが、やがてこれらが統合さ

れて自治会となった。それでも組織率は昭和４５年

でも５０％にすぎなかった１７）。

次に行政との協力関係についてみると自治会で

はなく、婦人会が行政と市公報配布の委託契約を

結び、その他についても緊密な協力関係があるた

め行政に対する影響力は婦人会の方が自治会より

はるかに強い１８）。

行政と町内会・自治会との関係を１０大都市につ

いてみると、筆者の分析では、東京都世田谷区、

札幌、横浜、川崎、大阪、北九州では「業務委託

型」（かなり密着）であり、名古屋と福岡は「間

接型」、京都は「協力型」、神戸市は「対話型」で

あった１９）。

３）町内会の特質

町内会の特質については、�機能の包括性、�
全員加入性、�世帯単位の加入、�行政下請的性
格、�ゲマインシャフト的 であるとされてい

る２０）。

� 包括的機能、全員加入、世帯単位

機能の包括性、全員加入性、世帯単位の加入は

コミュニティの特性に属し、アソシエーションの

原則には適合しないものである。ここから明らか

なように町内会は地区の一組織であるにもかかわ

らず、アソシエーションではなく、むしろコミュ

ニティの性格を備えているのである。

� 行政下請的性格

昭和１５年から２０年まで町内会は法制化され、大

政翼賛会の傘下にあったから、この時期は文字通

り、行政の末端機構をなしていた。しかし昭和２２

年に廃止され、やがて自治会として復活したが、

１０大都市においては、神戸市を除き、ほとんどの

都市では、行政から町内会への業務委託が行われ

ている。戦後も町内会の行政協力体質は本質的に

は変化していないように思われる。

ところで戦後、昭和２０年代から４０年代にかけて

町内会に対して厳しい批判が浴せられた。ことに

行政学者等の中に町内会を悪玉視する論者が多

かった。そのような批判の焦点は戦争中に町内会

が戦争に協力したことと、町内会が今日なお行政

下請的性格を保持している点にあった。

しかしながら行政サービスを効率的に遂行して

いく際には地元の受けざらは必要不可欠のもので

あると考えられる。サービスを享受するのは住民

であるから、むしろ行政に協力するのは望ましい

ともいえよう。

鈴木広教授の『災害都市の研究』によると、雲

仙普賢岳の火山災害においては町内会の行政協力

的体質があったことが、被災者達が活動を展開す

るに当って有益であったとの指摘がなされている

が２１）、筆者もこの見解は妥当なものと考えてい

る。

� 伝統性

コミュニティが近代性や民主性を標榜するのに

対して、町内会は伝統的であるとされる。勿論、

先にふれたように町内会はその源泉の「五人組」

に逆上って考えると数百年、「五保の制」までを

考慮に入れると実に１０００年の歴史があるところか

ら、本質的に伝統性を保持していることは否定で

きない事実であろう。

しかし、昭和２７年以降に復活した自治会におい

ては、自治組織となったのであるから、ことに都

市のほとんどの自治会は伝統性を次第に克服して

近代化し民主化に向っているといえよう。

� 文化的要求への対応能力

先にみたようにコミュニティが住民の高い水準

の文化的要求に応える能力を持っているのに反

し、町内会は縁の下の力もちのように住民生活の

基礎的要求に応えることに努めている。逆に町内

会は高い水準の要求、文化的要求に応えるのは一

般的に言えば不得意であることは確かであろう。

１７）倉田和四生 前掲書 １２１頁
１８）蓮見音彦外編『都市政策と地域形成』東大出版会 １９８９年 １８８頁

倉田和四生「都市における地域組織化の三類型」『Tomorrow』第６巻第１号（尼崎市）２１頁
１９）倉田和四生 前掲書 １３６－１３９頁
２０）近江哲男「町内会をめぐる諸問題」『都市問題』第６０巻６号、１９６９年 ６月号
２１）鈴木広編『災害都市の研究』九州大学出版会 １９９８年 １９１頁
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生 理 的 要 求

（コミュニティ）

（ 自 治 会 ）

（自己実現）
クラブ活動
趣味・展示

（承 認）
自己承認 仲間からの承認・評価

（所属 愛）
友 人 愛
仲間関係

親 睦
近隣愛

（安 全）
防犯・防災
環境衛生

コミュニティと町内会の要求に対する対応の仕

方には下図のような違いがあると見ることが出来

る。

４）自治会・町内会と社会福祉協議会

昭和２２年に町内会が廃止されたあと地域組織の

真空状態を避けるため、コミュティ・オーガニ

ゼーションの理論にもとづいて「社会福祉協議会」

が創設された２２）。これは県や市町村という自治体

単位に社会福祉の協議会を組織したものである。

昭和２５年来、全国で組織化が開始され、兵庫県で

は全国にさきがけ県下全域に組織の結成を終え

た２３）。この組織は共同募金（コミュニティチェス

ト）を財源とする福祉組織として出発した。

このような組織化の影響を受けて西宮市や尼崎

市には自治会の名称ではなく福祉（協議）会が組

織され、一部には今日でもこの名称を用いている

が、活動の内容においては自治会もほとんど異な

るところはない。

さて社会福祉協議会も本来は戦後日本の地域の

民主化をすすめるため、占領軍の声援を受けて、

コミュニティ・チェストのアイデアやコミュニ

ティ・オーガニゼーションの理論をふまえて組織

化を意図したものであった。しかし自治会に代

わって地域を民主化するという目的は必ずしも成

功せず、むしろ社協は自治会に大きく依存してい

る。それを証明する仕組として次の事実がある。

すなわち社協の運営経費は共同募金の地元還元金

に依拠しているが、その共同募金に決定的な大き

な役割を果たしているのは実は自治会だからであ

る。神戸市では共同募金は募金推進委員会を構成

して実施されるが、募金の内容は街頭募金などは

数パーセントと少なく、また戸別訪問で集めるも

のも多くはなく、大きな部分は、推進委員会が自

治会に募金額を毎年割当て、自治会がそれに応じ

るという形で進められているのである。

地域民主化のために結成された「社協」が民主

化すべき「自治会」に依存するという逆転した仕

組になっている訳である２４）。

（４） 日本におけるコミュニティ活動

１）地域社会の変容といくつかの問題

戦後、日本の地域社会は大きく変容し、いくつ

かの問題を生み出した。１９５５年以降、日本はいわ

ゆる高度経済成長が軌道にのり、その後、世界で

も例外的な経済成長をとげたことによって１９７０年

代以降、生活水準もいちじるしく向上し豊かな社

会を実現した。また産業の高度化に伴って膨大な

人口が都市に集中した。すなわち地すべり的な都

市化が進行し、都市社会が実現した。このような

急激な社会変動は、反面、地域社会にさまざまな

問題を生み出した。

� 公害の発生と住民運動

まず第１に、産業化の進行に伴う地域開発が住

２２）兵庫県社会福祉協議会『地域福祉の歩み──兵庫県社会福祉協議会３０年史』昭和５７年 ２０頁
２３）同上 ５７頁
２４）倉田和四生 前掲書 １６７－１７１頁
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マズローの欲求のハイアラーキーに照らしてみた
コミュニティと自治会の欲求充足

�
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�

図１ コミュニティと自治会の欲求充足のバランス
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民の生活を大きく変えただけでなく、産業公害に

よって人間の生命がおびやかされ、また生活環境

が直接的に破壊されることになった。すなわち水

俣病や四日市公害に代表されるような悲劇的な事

態が地域住民の生命をおびやかすとともに伝統的

な生活を決定的に破壊した。

第２は、国家レベルの地域開発政策にのり、産

業優先主義をとった地方自治体は生活基盤整備に

力を注ぐことを怠ったため、道路、公園、集会所

など公共施設の整備は著しく遅れる結果となり、

このことが住民要求を高める一つの要因となっ

た。

このような状況のなかで１９６５年以降になると、

住民の公害反対運動が多発した。神戸市長田区に

おける丸山地区や真野地区などがその例である。

丸山地区の場合には交通公害から出発し、町ぐる

みで進められた「まちづくり」運動が評価され、

自治省のモデル・コミュニティに採用され、その

助成を受けてコミュニティ・センターを建設し

た。また真野地区では工場の大気汚染に対する住

民の反対運動から出発して、環境美化、高齢者福

祉、まちづくりへと発展して今日に至っている。

� 人口の都市集中と混住社会

第３の問題は産業化・都市化の進行によって地

域間の生活格差が拡大した結果、地すべり的な人

口の都市集中が進行し、都市部の過密による生活

公害の深刻化と農村の過疎化が進行した。

第４は村落社会が都市化していく過程で、一方

では村落社会を支えた経済的基盤がその機能を失

い、他方で多数の来住者が流入してくるところか

ら、村落共同体がもっていた地域的連帯が失われ

ていった。生活様式や考え方が異なる「地元民」

と「来住者」の間には感情的な対立が生まれるケー

スもある。

２）国民生活審議会調査部会の報告書

先にふれた１９６０年代のアメリカにおけるコミュ

ニティ活動は日本にもすぐ影響を与えた。

しかし日本におけるコミュニティ活動の直接的

契機をなしたのは昭和４４年に国民生活審議会の調

査部会の報告書「コミュニティ──生活の場にお

ける人間性の回復」であった。

� コミュニティの概念

この報告書ではコミュニティを「生活の場にお

いて、市民としての自主性と責任を自覚した個人

および家庭を構成主体として、地域性と各種の生

活目標をもった、開放的でしかも構成員相互に信

頼感のある集団」２５）と規定している。そして続け

て「従来の古い地域共同体とは異なり、住民の自

主性と責任制にもとづいて、多様化する各種の住

民要求と創意を実現する集団」２６）と述べている。

さてこのようなコミュニティの形成を要請する条

件とはどのようなものであろうか。

� 地域共同体の崩壊

この報告書によると、伝統的な地域共同体は崩

壊の危機に瀕している。それは次のような理由に

よる。

�交通通信手段の発達による生活圏の拡大
�人口の都市集中
�生活様式の都市化（個人主義・合理的）
�機能集団の増大
�行政機能の拡大
�家族制度の変革
�農村における生産様式の変化２７）

３）地域組織の空白から生まれる問題

地域共同体がゆらぎ始めると、さまざまな社会

問題が生まれる。すなわち、

�非行化する青少年の増加
�鍵ッ子がふえ、子どものしつけが不十分
�孤独な老人がふえる
�人間回復に利用出来る余暇施設の不足
�公害や交通事故の増大
�急病人の処置がうまくいかない
などがあげられる２８）。

４）コミュニティの形成

そこでこのような地域組織の空白を埋めようと

する試みがみられる。これがコミュニティ活動で

ある。これは伝統型住民層とは違って、権利と責

任を自覚した、個人の主体性に支えられた「市民

２５）国民生活審議会調査部会編「コミュニティ──生活の場における人間性の回復──」昭和４４年 ２頁
２６）同上 ２頁
２７）同上 ４－７頁
２８）同上 ７－８頁
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型住民層」によって住民交流が行われ信頼関係を

築いていくことである。しかしこのコミュニティ

意識はまだ観念的で、行動の次元では消極的なも

のにとどまっている。

コミュニティ意識が更に高まり、活動が見られ

るのは次のような契機があげられる。

まず第１は生活防衛のための活動である。各種

の公害によって身体の安全を脅かされたため、反

対運動に立上るケースである。神戸市長田区の丸

山地区の場合には交通公害に対処するため行政へ

の陳情から始まり、自らによるまちづくり運動に

変化し、コミュニティ・センターの建設を実現し

た。また同区の真野地区の場合には大気汚染公害

への住民反対運動から始まって、自らによる環境

美化、高齢福祉サービス、まちづくり運動へと発

展した。いずれも運動の過程の中で、参加した住

民は利己的な要求から次第に地域、まちづくりと

いった公的な要求へと意識が変化した。

第２の契機は地域の中でより高い生活要求を充

足しようとする活動である。伝統的な地域共同体

では多様で高度な文化的要求に十分に応えること

は出来なかった。豊かな社会を実現した今日では

住民は地域共同体が応えることが出来ない、より

高い要求を求めるようになり、多様なサークル活

動を始めた。地域住民は相互交流を深め、文化教

養的な活動を展開している。ラディカルな公害反

対運動には参加できない消極的な住民でも文化活

動には参加できるから、コミュニティ活動は大き

く広がっていく。

このようにコミュニティの形成は自覚を高めた

主体的な住民が開放的で民主的な仕方で住民組織

を運営し、崩壊した地域社会を再建しようとする

活動と考えられている２９）。

５）自治省のモデル・コミュニティ

調査部会の答申は社会学の専門用語であったコ

ミュニティという用語を一般の用語として普及さ

せ行動目標とするのに大きな役割を果たした。そ

の第１の具体的試みは昭和４５年の自治省のモデル

・コミュニティ指定事業であった。これは自治省

が全国から募集したもので、各県から２ヶ所を指

定し、施設の建設に補助を与える方式をとった。

神戸市ではこの試みに、当時、意欲的なコミュニ

ティ活動として注目されていた神戸市長田区丸山

地区を推薦したが、これが採用され、昭和４９年に

丸山コミュニティ・センターが建設された３０）。そ

の後、他の省でもこれにならって各種のコミュニ

ティ活動を推進した。さらに巨大都市が競って行

政施策としてのコミュニティづくりを推進するよ

うになり、１９８０年から９０年代に入ると中・小都市

がいずれもコミュニティづくりを計画し実施して

いる。今日では町村においても盛んにコミュニ

ティづくりが試みられている。

その際の具体的な施策は地域住民の組織化と活

動拠点としての集会施設の建設などである。

（５） コミュニティ活動の特質

先に述べたように今日ではすべての自治体が行

政施策の重要な柱として「コミュニティづくり」

を実施しているがその内実はどのようなものであ

ろうか。組織運営の原則、施策のねらいや方式に

ついて神戸市の「ふれあいのまちづくり」を例に

あげて検討してみよう。

１）組織運営の原則

３節で述べたように、コミュニティは自治会の

もつ伝統的な性格を批判し、新しいまちづくりを

目指すものである。そこで組織運営の原則とし

て、�市民意識に目覚め、住民の主体性を貫くも
のであり、�組織の民主的な運営をはかり、�開
放的な運営を原則とし、�市民の高い文化教養的
要求に応えようとするものである。

２）コミュニティ活動の目標

コミュニティ活動が目指すものは人間のふれあ

いを高め住民の一体感を生み出そうとするところ

にある。これはもともとパークのシカゴ学派等が

指摘した都市社会のもつ匿名性と流動性によって

生み出された現代大衆社会の問題を解決するた

め、人間の直接接触、ふれあいの可能な世界を創

り出し、そこに理想の生活世界、温かいコミュニ

ティを実現しようとする試みである。

２９）国民生活審議会調査部会編「コミュニティ──生活の場における人間性の回復」１０－１３頁
３０）倉田和四生 前掲書 第９章
３１）C.H.ペリー 倉田和四生訳『近隣住区論』鹿島出版会

March ２０００ ― ―71



３）コミュニティ形成の方式

� 範域

そこでこの理念を実現する方式としてはまず第

１になされることは、第１次的接触の可能な範域

の設定である。これには C.A．ペリーの提案によ

る小学校区が適切であるとされている３１）。日本で

も今日ではコミュニティの範域の設定はいずれも

小学校とされている。

� 住民の組織化

住民のふれあいを高めるためには、住民を組織

化をすすめることが必要である。具体的には地域

内（小学校区）にはいろいろの組織が存在してい

るので、それらの主要な組織を関連づけることに

よって全住民の組織化（協議会）を実現する。こ

の協議会を結成することがコミュニティ結成の出

発点である。

地区には、通常、自治会、婦人会、PTA、老人

会、商店会等が存在しているが、単一の組織では

なく、すべての組織を網羅して協議会を結成する

ことが要件となっている３２）。

� 共同利用施設の建設

住民の組織化が実現したならば、次に住民の交

流活動の拠点となる共同利用施設の建設が要請さ

れる。住民の交流活動のためにはセンターが必要

であるので、１０大都市ではいずれも集会所の建設

の助成を行っている。

昭和６０年頃から開始された神戸市の「ふれあい

のまちづくり」では平均２５０m２の「地域福祉セン

ター」を設けている。初めは地元で土地を提供さ

せ、建物だけを市が建設していたが、次第に、土

地も市で用意することになった。センターは単独

利用の場合もあれば児童館や老人いこいの家など

との併設になることもある３３）。

� 活動費の助成

住民の組織化と活動拠点の集会所を建設するこ

とによってコミュニティづくりの条件が充される

ので、その後は協議会が自主的に交流活動や福祉

活動を企画し実行する。

これらのコミュニティ活動には一定の条件のも

とに、協議会運営費などの名目で区社協を通して

活動費の助成が行われている３４）。

� 施設管理費の助成

施設は市の所有物であるが、その管理は住民に

委託しており、管理費（ガス・水道・電気代）を

助成している。この助成が受けられるので住民は

センターを活発に利用する３５）。

４）コミュニティ活動の特性

これまで述べて来たところから明らかなように

コミュニティ活動にはいくつかの特性が存在して

いる。

まず第１は協議会の組織の網羅性である。組織

化を行う際に小学校区内に存在するすべての主要

な組織を網羅して「協議会」が作られる。これが

組織化の特質である。

第２は、組織の開放性があげられる。協議会が

実施する活動はすべての住民に開かれており、特

定の人に限定されることはない。また活動の予

定、結果の広報などすべてにわたって公開されて

いる。

第３は、コミュニティ活動は多様な住民の要求

に応えることが出来るように努めている。今日の

住民は世代的、性別、職業などに応じて、その要

求はきわめて多様化しているため、コミュニティ

はこの多様性に応えなければならない。

第４に、今の住民の要求は単に多様であるだけ

でなく、要求の水準が高いのが特性である。住民

がコミュニティに求めている要求の中心は４節で

示したように低い「基本的要求」にあるのではな

く、むしろ高い「文化的要求」と「福祉サービス」

を求めている。

例えば神戸市垂水区の「霞ヶ丘」の地域福祉セ

ンターのサークルの「会員」で多いのは、�カラ
オケ（１０４名）、�ダンス（５５名）、�民踊（５０名）、
�謡曲（３７名）で、実利的なサークルの�編物（１８
名）、�和服着付（８名）などよりはるかに多い。
これから見ても住民は地域福祉センターにおい

３２）倉田和四生『防災福祉コミュニティ』ミネルヴァ書房 １９９９ 第６章、７章
３３）同上 第６章、７章
３４）同上 第６章
３５）同上 第６章
３６）同上 １５１－１５７頁
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て、文化的要求を充し、自己充実をはかり、ささ

やかな自己実現を享受していることが知られ

る３６）。

（６） コミュニティ活動における自治会
の役割

１）コミュニティと町内会

先に述べたように日本の地域社会には伝統的に

町内会という住民組織が存在し、自治活動を行う

とともに行政下請的な役割も果たして来た。そし

て昭和１５年以降は行政の末端機構に組込まれた。

ところが昭和２２年、占領政策によって町内会は廃

止されたが、昭和２７年、日本が再び独立を達成し

た時点で町内会は不死鳥の如くよみがえった。し

かしその伝統性をひきずった体質の故に厳しい批

判にさらされた。

その一方で戦後の急激な産業化と都市への人口

の集中の結果、地域社会は崩壊の危機に瀕した。

このような時期、先に述べたように昭和４４年に

地域社会の再編成を目指す「コミュニティ」の概

念が提案された。しかしそれは伝統的な地域共同

体や近隣組織を否定し、それに代わって住民の主

体性、民主主義、開放性、多様性を目標として新

しく地域社会を創造しようとする試みであった。

しかしその普及過程はきわめて日本的で住民主

体とは程遠く、中央省庁が音頭をとり、府県や大

都市も自治体の企画と旗振りで始まり、次第に全

国の市町村に浸透したものであるが、その実態は

どのようなものであろうか。 高橋勇悦は「１９７０

年代当時においては、コミュニティ形成の論議の

中では、少なくとも一部には、“町内会よさよう

なら、コミュニティよ、こんにちは”といった風

潮もあった」と指摘している３７）。このように否定

されたはずの町内会と現実のコミュニティ活動の

関係はどのようになっているか検討してみよう。

２）町内会の機能──何故生き続けるのか

第１次大戦後、町内会は戦争に協力した悪玉と

して厳しく批判されて来た。その中にあって近江

哲男は町内会を「日本文化の型」という見方を提

示してこれを肯定した３８）。

ここでは更に進めてこれを「機能的」に論じて

みよう。町内会は明治維新のような大変革や占領

軍といった絶対権力の強圧にも耐えて生き延びた

不思議な存在である。まず明治維新においては五

人組を江戸時代の旧弊として廃止されたが、明治

中頃になると地方から江戸時代の「組」のような

「近隣組織」が必要であるとの要望が強まり、や

がて都市にも町内会が結成されるようになった。

次に昭和２０年８月の敗戦後、占領軍は町内会を軍

国主義の温床と考え、地域の民主化をはかるた

め、その廃止を指示したが、内務省はこれに強く

抵抗した。しかし昭和２２年にはついに廃止され

た。ところが昭和２７年に再び独立が回復するや、

大都市においても一斉に町内会が復活したのであ

る。当時の朝日ジャーナルはこれを「不死鳥の如

く復活した」と報じた。

このように明治維新にも占領軍の絶対権力も町

内会を根絶やしに出来なかったのは何故であろう

か。それは一言でいえば町内会が住民にとって重

要な「基礎的機能」を果たしているからであり、

住民の生活と密着し、血肉となっているからであ

る。

町内会の主要な機能を五つあげてみよう。

� 安全の確保 町内会・自治会はほとんど例

外なく地域住民の安全をはかる役割を果たしてい

る。例えば防犯燈の管理、防災活動（火の用心）、

年末警戒、自警団などの活動を実行するか、その

協力態勢を持っている。この機能は自治会の最も

普遍的で重要な機能である。

� 環境の保全と美化 町内会は環境の保全と

美化に努めている。これも町内会に見られる普遍

的機能である。勿論、行政などの働きかけで、「…

を美しくする会」などボランタリー・ベースのア

ソシエーションを作って環境美化運動を行うこと

も多いが、その場合でも地元の自治会も加入しそ

れが重要な役割を果たしている場合が多いし、そ

の方が効果的でもある。またゴミ収集の地元の受

皿として自治会がゴミステーションを管理するの

が一般的である。ゴミ処理と自治会を切り離すこ

とは出来そうにない。

� 親睦と情緒的充足 自治会の第１の機能は

近隣相親しむためにあることは言うまでもない。

３７）高橋勇悦「町内会・自治会とコミュニティ」『都市問題研究』４９巻１１号 平成９年１１月 １７頁
３８）近江哲男「町内会をめぐる諸問題」『都市問題』第６０巻６号 １９６９年６月
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井戸端会議で情報を交換するとともに情緒的欲求

を充足しているし、町内会では親睦会や親睦バス

旅行を催すことも多い。また自治会をベースにし

たサークルにおいても情緒的充足の機会は多い。

� 行政サービスのための行政と住民の架橋

次に町内会の重要な役割は住民と行政の間にチャ

ンネルをつける仕事である。行政は全住民を相手

にサービスを提供しているが、その際には地元の

受皿はどうしても必要であるから、行政はその役

割を町内会に求める場合が多い。また公共施設を

建設したりするような場合にも地元民との調整に

町内会が中に入る場合も多い。町内会の役員は地

元の事情に通じているし、利害関係も深いからで

ある。戦後長い間このことが町内会の問題点とさ

れて来た。このことによって住民が行政に従属し

自立性を失うと考えられたからである。

ところが先に述べたように島原普賢岳災害の住

民運動では町内会の持つ行政下請的なチャンネル

が救援活動に有益であったとの報告からわかるよ

うに、むしろプラスの効用の方が大きいのではあ

るまいか。また民主化された今日では町内会が行

政協力をしたからといって町内会の自立性が害な

われるようなことがないように対処することは可

能であろう。

� 抵抗の核としての自治体 自治会は村落共

同体のように共有財産のような物的基礎もなく、

また法的な資格もないにもかかわらず、依然とし

て「自治体」たろうとしている不思議な集団であ

る。安田三郎が言うように「全員参加」や「世帯

単位」の参加は自治体の構成要件に違いない。し

たがって平常時には時として季節はずれの感を抱

かせることもあるが、「地域の危機」において住

民の生存をかけて戦う場合には、町内会は団結し

て戦う「自治体」に帰るのである。個々の住民は

弱い存在にすぎないから、地方自治体という強力

な権力や、大・中の企業と立ち向かうためには住

民は団結するしか方法はない。そのような抵抗の

核としての自治体になり得るのはまずなによりも

自治会である。

以上、自治会は�安全の確保、�環境の保全と
美化、�住民の親睦と情緒的充足、�行政サービ
スのための行政と住民の架橋、�抵抗の核として

の自治体のように、基礎的で住民の生活にとって

なくてはならぬ事柄、さらに抵抗する団体といっ

た「危機への対応」など他の組織では充足されな

い機能を果たしているからこそ、町内会は生き

残っていくのであろう。

３）コミュニティの組織論的問題

今日、全国で活動しているコミュニティはその

組織運営のあり方として協議会方式をとっている

ところが多い。自治会のあり方と比較対照するた

め「協議会方式」の特質について検討してみよう。

� 協議会方式の利点

ａ）網羅性 協議会方式の利点は網羅性にあ

る。町内会以外にも様々な組織を含んでいるた

め、これらの組織の得意技を生かすことが出来る

ところから組織に活力が生まれる可能性が高い。

ｂ）組織目的の明示性 協議会は意図的に新し

く組織されたものであるから、活動の目的が明確

にされているので自覚の度合いが高まり、参加意

欲が高揚する。

ｃ）要求の多様性に応える 第３点は網羅性の

故に住民の多様な要求に応えることが可能になる

ことである。今日の都市の住民は様々な要求を

もっているが、協議会方式であれば、豊富な人材

が集まり、対応能力が高まるのでこれに応えるこ

とが出来る。

ｄ）要求水準の高まり 単に要求が多様化する

だけでなく、その水準が高まる。すなわち基礎的

な生活要求に代わって文化的な要求が現れ、次第

にその比率が高くなっていく。これは自治会内で

も起りうるが、協議会の方が格段に高くなる。そ

れは自治会に比べ協議会の方がこれに応える大き

な能力を持っているからである。

� コミュニティの組織論的問題

コミュニティがとる協議会方式の弱点の第１

は、協議会はすべての組織が網羅されているの

で、寄合世帯になり易く、責任体制の確立が困難

に陥入る可能性がある。そこでリーダーシップの

確立が何よりも大事な課題となる３９）。

第２に、責任体制の確立とともに、必要なこと

は、メンバーの確定である。というのは協議会の

場合には、組織の協議体であるが、その場合、構

成単位の役員が組織を代表して協議会をつくるの

３９）倉田和四生『防災福祉コミュニティ』ミネルヴァ書房 １９９９ ２０２頁
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で、協議会は構成単位である組織の役員のみが会

のメンバーであると受け取られ易くなる。すなわ

ちいくつかの組織の代表（会員）だけがメンバー

であり、一般住民はメンバーでなく無関係だと理

解される恐れがある。こうなると協議会は地域住

民から浮き上がってしまう可能性が生じるのであ

る４０）。

第３に、協議会が一般住民と密着していない場

合には危機的な状況ににおいて、これに対応する

力が発揮しにくい。神戸市の自主防災推進協議会

は平成７年１月１７日の大震災では有効な活動が出

来なかったということを反省し、自治会単位の組

織に改編された４１）。

４）コミュニティ活動の三つの型──（東京）

高橋勇悦はコミュニティ活動の型について次の

ように指摘している。「コミュニティ形成（まち

づくり活動）には、三つの型があると考えている。

町内会・自治会を視点にしていえば、第１は、町

内会・自治会活動が他の多様な住民活動団体も巻

き込んでコミュニティ形成の中心的な役割を担う

「町内会」形であり、第２は、コミュニティ形成

のために、町内会・自治会を含む多様な住民の活

動団体が新しい組織に編成され、中核的な小集団

やリーダーが集団間の連合の役割を果たす「協議

会型」（例えば「まちづくり協議会」）、そして第

３は、町内会・自治会活動とは関係なく、特定の

目的や契機で住民が任意に結びつき（ネットワー

ク）、自由で柔軟な小集団の活動を展開して、コ

ミュニティ形成の一端を担う、「ネットワーク型」

である４２）」と指摘している。

これら三つの型のなかで町内会型が取り組む活

動は生活問題（例えば美化・緑化・防災・安全）

に限定される傾向にあることも示唆している。

そして結論として「町内会・自治会がコミュニ

ティ形成においてさまざまな形で、今なお一定の

役割を果たしている」と述べている。

５）コミュニティ活動と自治会──（関西）

先に述べたように高橋勇悦は東京のコミュニ

ティ活動を考察して三つのタイプを指摘し、その

中における自治会の役割の重要性を論じたが、筆

者の経験でも自治会はコミュニティ活動のなかで

重要な役割を果たしている。

まず大阪市の場合にはすでに指摘したように、

戦後、昭和２２年に占領軍の命令で町内会が廃止さ

れた２年後の昭和２４年には「日赤奉仕団」を組織

したが、その基盤は旧町内会であり、その体質は

温存された。昭和５０年に「振興町会」となり「日

赤奉仕団」の役割も継承している。これとは別に

各種団体を網羅したコミュニティ協会も設立され

て活動してはいるが、その中でも振興町会の果た

す役割が殊の外大きいことは言うまでもない。大

阪市ではコミュニティ活動の中でも町内会が中核

にあって主導している。

神戸市の場合には自治会の組織化が遅れ、昭和

５４年頃（他の大都市では昭和２７年に町内会が一斉

に復活した）にようやく他の大都市並みに９０％に

なった。その代わり婦人会が昭和２５年ごろ組織さ

れ、市の広報配布などの業務委託も受けて行政協

力を果たして来た。

神戸市では昭和６０年頃から「ふれあいのまちづ

くり」を始めたが、この中では地区の各種団体が

すべて参加して協議会を構成しているが、活動の

なかでリーダーシップをとるのは自治会長のこと

もあれば婦人会長のこともあり、またその他の人

の場合もある。しかしながら神戸市の場合でも自

治会がリーダーシップをとっているところが活発

なケースが多い。

西宮市のコミュニティ活動の場合には「連合自

治会型」、「協議会型」、「各組織並列型」が見られ

るが、ここでも活発な活動がみられるのは「連合

自治会型」である。宝塚市でも同様な傾向がみら

れる。

以上、筆者が観察した関西のケースにおいて

も、コミュニティ活動のなかで自治会の果たす役

割は重要である。

むすび

（１）これまで述べて来たところから明らかな

ように、自治会は都市化していくなかで、組織の

４０）同上 ２０２頁
４１）同上 第９章
４２）高橋勇悦「町内会・自治会とコミュニティ」『都市問題研究』４９巻１１号 平成９年１１月 ２２－２６頁
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運営や活動を続ける際に、民主的な方式をとるこ

とに努めることが要請される。また混在する新旧

住民を出来るだけ交流させるような機会を提供す

るとともに、機会の平等が実現するように努めな

ければならない。

さらに住民の要求の多様化に応え、ことに文化

活動的要求に応える努力が要請されている。

そのためには婦人の行動力を活用することが何

よりも肝要である。

（２）自治会は生活の防衛など「基礎的な機能」

を果たしているので、もしコミュニティが自治会

を軽視したり、排除したりすると、その分だけ、

コミュニティ自体が浮き上がり、活力を削ぐ結果

となるに違いない。

（３）このようなわけで自治会はコミュニティ

活動のなかで重要な役割を果たすであろう。それ

は自治会が日本人の行動様式として身についてお

り、目に付きにくいが「不可欠の役割」を担って

いるからである。

（４）コミュニティがとる協議会方式にも弱点

がひそんでいる。会員の範囲が不明瞭（組織の代

表のみが会員か）になり、一般住民が参加をため

らうことが起こりがちである。また寄り合い世帯

でリーダーシップが発揮しにくいといった事態も

起こり易い。

（５）そこで最も望ましいやり方はコミュニ

ティの中核に自治会が位置して、婦人や若者達の

感覚や活動力を存分に発揮させるようなやり方で

あろう。

伝統を生かしながら新しい生活様式を創り出す

ことが最も望ましい知恵のあるいき方と思われ

る。

Community Activities and Roles of
Self-government Associations

ABSTRACT

Regional societies faces a crisis due to rapid industrialization and urbanization af-

ter 1955 in Japan. However, traditional self-government associations could not deal

with those phenomena appropriately. Because of these circumstances, the formation

of communities began to be advocated in Japan around 1970, as a trial which was to

deny conventional self-government associations. This movement was propelled at the

nation’s local government levels. What they tried through this movement was to de-

mocratize regional societies, increase people’s socialization, serve local residents’ vari-

ous demands, and revitalize regional societies. Among the variety of concrete commu-

nity activities, the neighborhood associations have been particularly important. In

this paper, such community activities and roles of self-government associations will

be studied.

Key words: Community, self-government association, urbanization
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